東京都障害者就労支援協議会

（第２回）議事録
平成20年1月31日（木）午後２時00分

東京都庁第二本庁舎31階特別22会議室

午後２時01分開会

○今野座長　それでは、時間になりましたので、ただいまから第２回東京都障害者就労支援協議会を開催いたします。

　まず、本日の出欠ですが、所用により東京労働局の福島部長がご欠席でして、代理として東補佐が出席をされております。もう１人、教育庁の荒屋部長が欠席でございまして、代理として教育庁学務部兒島副参事がご出席でございます。

　前回も申しましたように、協議会につきましては、会議、議事録等を原則公開としておりますので、よろしくお願いをいたします。

　きょうのテーマですが、前回予告いたしましたとおり、企業の障害者雇用の促進について議論をしていきたいというふうに思います。本協議会の設置の目的ですが、各関係機関が連携を図って、障害者の企業での就労を促進するという点にあります。東京都は、障害者が当たり前に働ける社会を実現し、10年間で３万人の障害者雇用を目指す。そのために、この協議会で議論をし、課題を整理して新たな仕掛けの種をつくっていこうということでございます。一応事務局が予定しているところですと、今回は主に企業の雇用促進と企業に求めていくことを議論し、次回は、３カ月に１回ぐらいですから４月開催になると思いますが、障害者の就労支援等について、障害者自身や障害者支援機関側の課題に焦点を当てて議論していく、そういう段取りを考えております。

　そこで、最初、事務局から資料を説明していただきまして、特に重要なのは事務局が考えている論点を整理していただきましたので、その論点をまず報告してもらいます。その後に、企業側からご出席いただいている三重堀委員と箕輪委員にそれぞれの企業の取り組みについてお話をいただくことにしたいと思います。その２つを素材にして、あとはフリートーキングをする。そんな段取りで進めたいというふうに思っておりますので、よろしくお願いします。

　それでは、今申しましたように、最初、事務局から資料の確認と資料の説明をしていただきたいと思います。

○高橋副参事　それでは、私から資料確認を行いたいと思います。お手元の資料ですが、クリップどめされている分厚い資料のクリップを取っていただきまして、一緒にご確認をお願いいたします。

　まず、１枚目に会議次第がついてございます。それから、委員名簿が１枚、そしてお話しいただくヤマトさんの資料が１枚、続きまして横河電機さんの資料、こちらは９ページまで番号を振ってございますが、資料が１部ございます。その後に「検討課題」という12ページまである資料がございます。その後に参考資料１、２、３、４とございます。もしお手元にない場合には申し出ていただければと思います。

　その下に、箕輪委員提供資料といたしまして、「ジョブマッチングシステムの活用に向けた調査研究事業」というつづりが１つ、またその下に産業労働局発行の雇用促進ハンドブックということになってございます。

　また、手元左側に、本日お話しいただくヤマト福祉財団のメール便配達事例集とクロネコメール便配達「参入の手引き」という資料がございますでしょうか。また、横河電機さんからいただきました小さな折れ線グラフでございますが、ご確認はよろしいでしょうか。

　それでは、お手元資料のほとんどの部分につきまして事前配付したということもございますので、説明は省略させていただきたいと思います。ただ、東京都予算ということで、今回東京都の予算が出てございますので、参考資料１、薄いペーパーで６ページまで振ってあるものがございますが、これにつきまして簡単に私からご説明させていただきたいと思います。

　お手元の資料に入る前に、東京都の予算原案が１月中旬に発表されましたが、一般会計の財政規模が3.8％増、６兆8,560億円と、都税収入が堅調に伸びていることを反映いたしまして４年連続の増加でございます。

　資料に基づいてご説明したいと思います。こちらは東京都予算案における障害者就労支援施策の拡充ということで、拡充策について主に書いてございます。

　まず、１枚目、福祉保健局のものでございますが、１番、障害者就労支援協議会等という項目を立ててございまして、今後、知的障害者や精神障害者の企業への就職の橋渡しとして都庁における雇用を開始いたします。これにつきましては、来年度４人、４カ月程度の臨時的雇用を考えてございまして、産業労働局と共管で事業を実施していく予定となってございます。２番目、障害者による地域緑化推進事業でございますが、こちらにつきましては、公園等の植栽など都内の緑を創出する事業を障害者就労支援の一環として区市町村が実施する場合に、１カ所当たり５平米ぐらいを想定しているのですけれども、５平米以上で補助対象経費200万円という形で事業を実施していきたいと考えてございます。

　続きまして、ページをおめくりいただきまして、産業労働局の新規事業、拡充事業でございます。５件ございますが、１番目、東京ジョブコーチ支援事業の創設で、ジョブコーチを都独自に養成し、障害者、企業双方の支援を行うことにより、３年間で880人の職場定着を図ってまいるものでございます。２番目、特例子会社設立支援事業の創設でございますが、特例子会社設立経費の一部を３年間で45社に支援し、障害者の就業機会を拡大していくものです。３番目、中小企業障害者雇用支援助成事業の創設でございますが、中小企業へ雇用開始後３年間賃金の一部を助成することによって雇用の継続を支援していくものでございます。４番目、企業に対する障害者雇用普及啓発事業でございますが、関係局が連携して雇用セミナーを開催します。また、障害者を多数雇用する企業の登録制度を創設していくことになってございます。５番目も拡充事業でございますが、財団法人東京しごと財団の心身障害者職能開発センターの総合コーディネート事業を拡充していくという内容でございます。

　続きまして、教育庁でございます。３ページ目ですけれども、１番、民間を活用した企業開拓ということで、これまでの企業開拓を民間企業に委託して行うものでございまして、現場実習先ですとか雇用先の開拓や確保等を行うということでございます。２番目、就労支援体制の構築といたしまして、就労支援員という新たな職を設置して、開拓した企業情報等を一元的に管理していくことで、特別支援学校の情報提供をする、ハローワークなど関係機関と連携していくなど、新たな体制を構築して就労支援体制の充実を図るということでございます。３番目、企業に対する障害者雇用普及啓発事業でございますが、こちらにつきましては、企業向けセミナーの開催と、もう１つが企業開拓時のプレゼンテーションに活用するなどということで、企業向けの理解啓発ＤＶＤの作成を行うということでございます。

　簡単でございますが、拡充事業について述べさせていただきました。

　また、その後４ページ以下にはこれまでの従来事業も載せてございますので、ごらんいただきたいと思います。

　引き続きまして、お手元の資料の検討課題についてご説明したいと思います。検討課題につきまして、第１回目の議論も踏まえて、課題１から課題９まで課題設定をさせていただきました。今回は企業の障害者雇用の促進ということでございますので、課題１から課題４までを議論の対象としていきたいというふうに考えてございます。もう既に事前配付してございますので詳細は省略したいと思いますが、おめくりいただきまして、簡単に内容を説明したいと思います。

　中をおめくりいただきまして４ページになりますが、課題１「社会への障害者雇用の啓発」でございます。こちらにつきましては、障害者雇用は、東京労働局によります雇用率未達成企業への指導ですとか、地域の就労支援機関の連携などによりまして、大企業を中心に地道に進んできている状況でございます。特に知的障害者につきましては、過去連続して10％以上の伸びを見せるなど、増加している状況でございます。しかしながら、東京がこれまでも言われているとおり、雇用率未達成企業が約７割あるなど、まだまだこれからという状況も一方ではございます。これは全国調査ですけれども、未達成企業のうち中小企業では過半数が雇用ゼロという実態もございます。そういう数字も出ているような状況でございます。また、そういう状況がある一方で、障害者雇用については職場全体の働き方を変えるなどの力を持つということで、第１回のユニクロ様の例にありましたように、障害者の雇用に積極的意義を見出している企業もあるというような状況でございます。ですので、課題１では、それらの意義を社会全体で共有していくためにはどうしたらいいかというような視点で課題提起をしているところでございます。

　続きまして、課題２でございますが、「企業の雇用率達成に向けて」という側面での課題提起となってございます。今申したとおり、雇用率未達成企業というのは全体で７割あるものの、1,000人以上の大企業におきましては、これも全国の数字ですけれども、未達成企業の約４割が４人以下。要するに、あともう一歩の努力で雇用率を達成できるような状況にあるということでございます。すなわち、あと一歩をどうにかできないかというところを出発点に置きたいというふうに考えてございます。こちらに統計数字を書きましたとおり、産業や企業によっては、例えば知的障害者等での雇用の状況も違っているというような状況でございますけれども、大企業であれば企業の社会的責任についても大きくとらえているというふうに考えますので、知的や精神等、雇用経験のない大企業に取り組んでもらえないかというようなことも課題提起していきたいと思っております。また、こちらに書いてありますように、特例子会社の活用ですとか、企業の自主的な目標雇用率の設定などによりまして、もっともっと雇用を伸ばしていけないかということでございます。

　続きまして、課題３「企業の雇用環境の改善に向けて」でございます。実は、企業での雇用は進んできているのですけれども、障害者が働きやすくなったと感じているかといえば必ずしもそうではないということが、国で出しております障害者白書のアンケート調査でも数字が出ているところでございます。また、こちらの調査があるのですけれども、企業側でも、雇用に取り組んでいる企業の現在の課題というのは、労働環境の改善であるとか、雇用管理に関する部分、特に適性に応じた勤務形態、条件の設定であるとか、障害者の能力・適性の評価などであるという調査もございます。したがいまして、今後、企業間でもこれらの情報が少ないという指摘も聞く中で、企業による雇用環境の改善をどういうふうに促進していったらいいのだろうかというところを課題にしていきたいと考えてございます。

　最後に、課題４「中小企業への雇用支援」でございます。中小企業への雇用はまだこれからというような状況の中で、東京都としてどのように進めていくべきかという課題設定となってございます。こちらはまだまだ具体策が思い浮かばない中で、労働政策審議会の意見書として、雇用支援策の充実強化、また事業協同組合等の活用、さらに雇用納付金制度の適用による経済的負担の調整など国のほうの動きもございますので、これらの動きも踏まえながら、何らか中小企業の雇用の前進を見るために、東京都として特にどのような点に力を入れていくのかを課題として議論していきたいと考えてございます。

　ざっくりですけれども、事務局で用意させていただきました課題１から４につきましては以上でございます。

○今野座長　それでは、今の資料説明でご質問があるかと思いますが、最初に三重堀さんと箕輪さんからお話をいただいて、全部材料を出し切ってから議論をしていきたいというふうに思いますので、最初は三重堀さんからお願いいたします。

○三重堀委員　それでは、ヤマトホールディングスの三重堀から「ヤマトグループの障がい者雇用の取り組み」ということでお話をさせていただきたいと思います。資料は今ご紹介がありました名簿の次に、すみません、ページ数は振っていないのですが、１枚物でレジュメのような形にしております。それから、実際の使用しているパンフレット、リーフレットを追加で配付しておりますので、あわせてご確認いただきながらお聞きいただければと思います。

　本日は、大きく分けまして２つのことをお話ししようかと思っています。１つは、ヤマトグループの障害者の雇用状況でございます。もう１つは配付しましたパンフレットのことですが、メール便の配達事業という最近力を入れています精神障害者の方を中心とした展開、こちらのご紹介をしたいというふうに思っています。

　それでは、まずレジュメに従いまして雇用状況から簡単にご紹介をしていきたいと思います。障害者の方の雇用ということで、グループトータルの中ですが、約1,560名という人数になっております。これは昨年ベースの数字です。内訳としては、身体障害の方が900名、知的障害の方が約500名、精神障害の方が約40名という内訳になっております。雇用率は2.1％ということです。特徴としては、職種別に見ていきますと、分け方ですが、作業という部分がありまして、これが約半分、50％ぐらいを占めています。作業というのは、宅急便などの荷物の仕分け、あるいは倉庫での梱包作業、いわゆる軽作業、この辺に従事されている方が約半分いらっしゃるということです。事務で約30％、３割という内訳になっています。最も多いのは知的障害の方が軽作業に従事するケースで、全体の35％という構成比になっています。これが特徴かなというふうに思っています。

　そして、ヤマトグループが障害者雇用をしていく上でのバックボーンといいますか、背景のお話ですが、まずは企業としての方針をどういうふうに社員に伝えているかということです。企業には大体、社訓ですとか企業理念ですとか、そういったものがあるのですが、そこの企業姿勢あるいは社員行動指針というものの中にしっかりその辺を明示しております。例えばですが、企業姿勢をご紹介しますと、「地域の一員として信頼される事業活動を行うとともに、障がいのある方の自立を願い、応援します。」といった文章がはっきり明示されていたりですとか、社員の行動指針の中にも、ヤマトグループは社会に対して優しい会社であることを目指します。そのための重要なテーマとして、障害のある方に対する雇用機会の提供や支援活動を積極的に推進し、社会への貢献を図りますといった文章などを明示して、まずは骨組みといいますか、その辺をしっかり明示しているということです。

　そして、もう１つは、ヤマト福祉財団という財団が設立されているのですが、そこの賛助会員を社員に募りまして、社員数が今約16万人ぐらいですが、そのうち正社員を中心に５万2,000人の協賛を得て、その方たちが年会費を払って賛助会員になっているということで、明文化した骨組みのあたりと、それから社員に対して、みずからが会員になって障害者の支援に協賛してくれないか、そういった実際の行動面ということで案内をしています。

　その辺がバックボーンということですが、実際のところ、宅急便という仕事そのものが、お伺いした際に、一般のご家庭ですから、どういった方がいらっしゃるかわからないという事業でございます。実際に障害者の方にお伺いするケースもありますし、具体例でいきますと、かなり前のことですが、目の不自由な方から声が寄せられて、宅急便が届いて、いらっしゃらないと不在連絡票という紙をポストに入れてくるのですが、それが入っていたのに気づかなかったと。ヤマトのドライバーさんも目が見えないというのはわからないですよねといった声が寄せられて、これはいかんなということで考えた結果、その連絡票に、きょうは持ってきていないのですけれども、両わきに切り込みが入っているのです。あれが猫の耳の形なんです。ですので、そこをさわれば荷物が届いているんだなというのがわかるようにですとか、そういったことで、宅急便という商品を通して、比較的障害者の方、不特定多数の方と言ったほうがいいかもしれませんけれども、そういった背景が醸成されていたのかなと思っております。

　そういったことを背景にしまして実際どんな動きをしているかということですが、年に１回、雇用支援月間を秋に設けまして、地域で宅急便の仕事に行きますと、都道府県別に全国70ぐらいの支店に分けて仕事をしているのですが、そこを競い合う形にして、目標をつくって雇用の促進を図っています。そのいい例などを社内に紹介しておりますので、さまざまなモデルといいますか、いい取り組みが生まれてきて全国で共有されている状況です。

　例えば知的障害をお持ちの方がどういった職種で力を発揮するかですとか、あるいはどうすればそういった方たちの雇用が促進できるか、地域の養護学校とお話をすると比較的先生の協力も得られますし、我々も素人集団ですから対応なども困るときがあるのですが、地域の学校さん、親御さんと一緒にやっていくと比較的スムーズな雇用ができるとか、あるいは注意事項として通勤が結構ウイークポイントであると。なかなか目が行かないところですけれども、しっかりその辺も、どのバスに乗っていたとか、帰り道のことですとかケアしないと、そういった仕事以外の部分でつまずくケースが多いですとか、実際の本当に生々しい具体例なども、ノウハウと言えるかどうかわらないのですけれども、蓄積されてきている状況でございます。

　そして、雇用の仕組みとしましては、特徴的なのは、どうしても地域密着型ですので、地域の支援団体さん、あるいは養護学校さんからの採用が多くを占めています。ご紹介すべきは、４者あるいは３者の三位一体といった採用をしている。これは会社側、それからご本人、親御さん、先生方といった４者という中でトライアル（試用）、あるいはその検証ですとか、そういったものを必ずやっていくというのを基本にしています。我々もお話をいただいたときには必ず職場をお見せするようにしていますので、ちゃんと見ていただいて、やれるかどうかを判断してもらう。やれそうであれば、必ずトライアルという期間を設けて実際にやっていただくということです。そのときにこちらも正直に、できないものはできない、ここが不足だというのをご提案して、一定の期間ご家庭で練習などをしていただいて、再度チャレンジといったことで、納得といいますか、よく見ていただいた上での雇用を心がけています。それによって、働いてからも絶えず親御さん、先生方と連絡をとりながら、問題のあったときにはみんなで解決策を探っていくといった非常に地域に密着した雇用というのを特徴にしております。

　そして、特例子会社のお話も少し触れておこうと思うのですが、これはヤマト福祉財団が中心になって展開している株式会社スワン、スワンベーカリーというものです。基本的には障害者の雇用の支援ですが、給料の面もしっかり健常者と同じようにお支払いしてやっていけないか。そのためには事業モデルをちゃんとつくらなければいけないということで、タカキベーカリーさんから冷凍のパン生地を幸い提供を受けまして、これを焼いてパン屋さん、スワンベーカリーを展開しています。直営店は現在３店です。銀座、赤坂、スワンカフェという３店あるのですが、約40名の障害者の方が働いております。これをフランチャイズ方式で全国に今23店展開している、これが特例子会社の状況でございます。

　そして、大きな２つ目の話ですが、最近の取り組みとしてクロネコメール便の配達事業です。お手元にパンフレット等を配付しておりますので、ご確認いただきたいと思うのです。まず、メール便という商品ですが、宅急便と違って、投函サービス、いわゆるＤＭなどを郵便さんと同じようにポストに投函していくものです。もともとは地域の主婦の方などを中心にメイトという名前で組織化して、その方たちに配達業務を委託する形態をとっていたのですが、そこに障害者団体の方々にお願いして配達をするということを始めたものです。

　イメージとしては、個人個人の契約ではなくて、障害者の支援団体さんとグループの契約になっています。毎朝、当社のドライバーが、きょうのメール便の配達分ですよということで置いてくるんです。特に時間制限はございませんが、その日じゅうに配ってくださいというものです。それを各団体で担当に割り振る、あるいはエリアに割り振るということで、実際の障害者の方々が地域のポストに投函して回る、こんな仕組みでございます。事例集に制服を着た絵が出ていると思うのですが、実際、弊社から制服などを提供して、それを着て、歩いて、あるいは自転車でポストに投函して回っている状況です。

　取り組みの状況ですが、全国で237の施設あるいは団体が参加しておりまして、この１月現在888名の障害者の方が従事しています。内訳としては、精神障害の方が526名、知的障害の方が221名、身体障害が35名、その他の方が106名で、実に６割が精神障害の方ということになっております。

　実際、現場からの声ですが、その日じゅうに配ってくださいということなので、時間の融通が非常につけやすい。あるいは、グループで就労していますので、自分でできなくても支援が得られる。個人の責任ではなくて事業所の責任ということです。その辺が安心感につながっている。それから、自分のペースで仕事ができるということで、各団体さんに聞いてみますと、そのあたりが精神障害の方にぴったりの仕事というふうに受け取られているようでございます。

　それから、従事しているご本人からは、この仕事をやることで大分変わってきたと。例えば生活のリズムですとか、自転車に乗りますので、交通ルールですとか譲り合いの精神だとか、そういったものも見えてきている。あるいは、道で会えば必ずあいさつしますので、日常生活に自然に溶け込めるというようなお話があります。あるいは、住所などを、知的障害の方は記憶力が非常にいいので、その辺の記憶力が生かせたり、あるいは制服を着ることで地域とのコミュニケーションが生まれたりだとか、非常に充実感が得られていますというのが生の声として上がってきております。

　そして、会社側の社員に聞いてみますと、個人契約ではなくてその施設にお願いをする形なので、安定した配達の戦力ということで弊社の現場としても非常に重宝しておりますということです。そういった状況でございますので、実はこの888名は委託契約なので弊社の雇用数にはカウントされていないのですが、相互にメリットがある取り組みということで積極的に今進めている状況でございます。

　駆け足で雑駁でございますが、不足あるいは不明な点があれば、後ほどの議論の中でお聞きいただければと思います。

　以上でございます。

○今野座長　ありがとうございました。

　それでは、次に箕輪さん、お願いできますか。

○箕輪委員　皆さん、こんにちは。横河電機の箕輪と申します。10分間とお聞きしているので、どこまでお話しできるかわかりませんけれども、お手元に資料を配らせていただいています。まず、データからご紹介していきたいと思っています。パワーポイントで６枚の資料の中にあるように、社員数は、これは常用労働者の数ではなくて、実際に横河電機で働いている出向者も含んだ数でして、常用労働者は6,000人を超える会社です。その中で、パワーポイントの資料の真ん中の右にあるように、横河電機の2007年６月１日現在、障害手帳を持った社員が74名、うち重度の人が52名います。現在はグループ算定をしておりますので、10社合わせた数字としますと約１万1,000人ですけれども、そのうち障害のある社員が149名、うち重度の人が84名となっています。これ以外に、手帳を持っているわけではないのですが、精神的な疾患で今休んでいる人が40人ぐらいいます。その人たちがうまく復職をして――もう既に復職をしている人もいるのですが、今現在休んでいる人もかなり多いので、そういったところも含めて定着ですとか、やめないで済むようにいろいろなことを考えているところです。

　いろいろな障害部位の人がいるのですけれども、下のグラフにあるように、聴覚の人が一番多いです。全体の４分の１ぐらいは聴覚の人です。それ以外に車いすの人も、環境が全部整っていますので、いろいろな拠点に車いすを使った人もいますし、知的障害の人は、主に横河ファウンドリーという特例に認定されている会社ですが、特例に限らず、ほかのグループ会社にはぽつぽつと配属になっている人がいます。

　前後して申しわけないですが、横河ファウンドリーというグループ会社は、1999年９月につくった会社ですけれども、今現在、知的障害のある社員が21名、うち重度の判定を持っている人が８名います。

　このあたりを次のページをめくっていただいて、３ページ目にあるように、障害の種類によって仕事の内容がどうなのかということをよくご相談なりご質問を受けるのですけれども、当社に限って言うならば、全国的にもそうかもしれないのですが、基本的には障害の部位でこの仕事という固定されたものは全く感じておりません。例として、横軸が障害の種類ですけれども、聴覚障害のある社員が人数で言うと30人を超えているのですけれども、その人たちが何の仕事についているかというと、縦にあるように、例えば英語をかなりできる人がいれば英訳の仕事ですとか、技術の勉強をしていれば開発とかプロジェクトエンジニア、それからＣＡＤ（コンピューターを使った製図作成システム）を使った回路の設計とか機械的な設計をしていたりとか、普通に事務で使うようなアプリケーションソフトを使いこなせる人であれば製品のドキュメントをつくったりですとか、メーカーですので実際に物をつくるラインにいたりとか、工場の事務を担っている者がいたりとか、これも固定ではなくて、ずっと製造にいた人がいろいろ社内の研修を受けたり、組織の変更などによって事務系とか情報系に行ったりですとか、その人が電気の知識を得て回路の設計についたりとかいうことで、長期的に見ると職種については非常に変動があります。これは障害のある社員に限ったことではなくて、障害のない社員と全く同じですが、少なくともこのように当社にいる社員というのは、障害の部位と仕事の種類というのは全く関係なく、本人がどういう勉強をしてきて、どんなことに興味があって、何をしたいのかによって配属しています。

　同じように、下にあります横河ファウンドリー、これが特例子会社に認定されている会社、21名ですけれども、これも会社をつくったとき、99年９月には知的障害の人はイコール単純作業の繰り返しとか短時間労働がいいとか、だれかついていなければいけないとか、すぐやめてしまうとか、いろいろ否定的な資料なり情報を先にもらっていたのですが、そんなことは全くなくて、99年会社設立以来ずっと働いている人がほとんどですし、たまにステップアップしてしまって他社に引き抜かれてしまったりする人がいるんです。そういったことはありますが、基本的には定着をしています。

　どんな仕事をしているかというと、この縦軸にあるように、人事・総務の給与計算とか、経理のお客様からの売り上げの回収とか、横河電機、ほかのグループ会社の売り上げを立てるような本当に大事な仕事をしていたりですとか、年末年始にかけて年末調整の仕事とか、名刺をつくっていたり、銘板というのは製品に張るラベルですが、横河電機ですとかグループ会社のお客様に出荷する前に必ず張らなければいけない製品用のいろいろなラベルです。こういったものをつくっていたりですとか、とにかく景気に左右されるような仕事ではなくて、景気がどうであろうとも人事の仕事、給与計算は必ずありますし、経理のデータは集計しなければいけないですし、最終的にシールがなければ出荷ができませんので、そういったものをできるだけ多くとることによって、経営的には安定したもの、また社員にはやりがいのある仕事についてもらうということをやっています。

　今ヤマトさんのお話を聞きながら思ったんです。ここでヤマト便の「しごとも」さんとか、「チャレンジャー」さん、いろいろ郵便物の仕分けとか発送されている。こういうことができる方であれば、ここにありますけれども、社内便の集配業務というのも、横河電機だけではなくて、最近グループ会社から丸ごと、今まで高齢者の人とかいろいろな人がやっていたのだけれども、横河ファウンドリーでやってもらえないかということで、複数、１日じゅう２人とか３人かかっている仕事などのご注文が来ていますので、こういった仕分けとか配達に強い方がいらっしゃれば連携していけるのかなと思いながら、ここにあるように、とにかく全部特別な仕事ではありません。もともと障害のない社員が時間を割いてやっていた仕事、またはメーンの仕事としてやっていた仕事を知的障害の社員にやってもらったらば、できたということですので、こういったものをいろいろなところに伝えながら、企業の方に、そんな心配しなくて大丈夫ですよという話をしているところではあります。

　定着の面とか、そういったものはもろもろエピソードなどもあるのですけれども、お伝えしたいのは、やはり経験が少ない方が非常に多いという点で、今すぐできるものというのが非常に限られたりとかするんです。特にパソコンを使う仕事がほとんど、「（ＰＣ）」というのはパソコンを使う仕事なのですけれども、こういったものについては、ご本人はもちろんですが、支援者とか学校の先生とか、そういった方たちは我々もできないのだから知的障害の人には無理と思い込み、会社に入る前までは一切学ぶ機会さえなかった人が非常に多いかなと思います。

　同じように、ユニクロさんとかもそうだと思うのですけれども、接客に近いような、バックヤード（在庫管理や品出しなど）はもちろん今までできたと思うのですが、表に出てお客様と直接接する。メール便も同じかもしれないのですが、そういった仕事もやってもらったらできるということを非常に強く感じていますので、ここまでというのがないなと思っています。障害のある方も、すべての方がそうなのですが、その人たちの限界というのは実は支援する側の限界であって、最近、当社の話ではないのですが、プロゴルファーの話を聞いたんです。お父さんに子どものころからずっと習って、ある程度プロになれたんだけれども、そこから先は伸び悩んだ。プロ野球とか本当にプロの方に教わり直したらば、さらに伸びたという話を聞いています。教えてもらう人を選ばなければ自分は伸び続けられないと言っていました。障害のある方にも通じるものがあるのかなと思ったので、加えさせていただきます。

　横河電機のホームページ、お時間があったらごらんいただきたいと思うのです。最初の回のときにもお話ししたかもしれないですが、小さい折れ線グラフをきょう急遽お配りしました。経費削減の折、追加で小さいものです。最近のデータですけれども、私だけ大きくてすみません。皆さんのお手元に配った小さいもので、赤いのが法定雇用率です。法律で定められた雇用率に対して、青いのが横河電機単独の数字です。1.6から1.8に法定雇用率が変わったときにも横河電機単独ではずっとクリアしていたのですが、雇用率だけではなくて、知的障害のある人をたくさん雇っていきたいということで横河ファウンドリーをつくったのです。法律が改定になって、グループ算定できるようになってからはピンク色のグループというものになっています。グループ算定できることにはなっているのですが、少なくとも横河電機は単独で1.8、法定雇用率を達成していこうということでやっていまして、無事に全部、単独でもグループでもずっと赤い法定雇用率のラインの上を今のところは来ています。この背景には、ことし春から特にずっとやっているのですけれども、さらに事業部ごとに1.8をクリアする。今働いている人数に対して1.8を達成するには、あなたたちの職場には今何人障害のある人が働いているのですかということで出してもらっています。

　最初、障害のある人の募集をするので仕事を出してくれという話をしたらば、障害のある人にはちょっと難しいと。だれと会ってもいないのにそういう話をやっぱり、私たちはこれだけ実績があっても、各職場に行くとそんな誤解をしているマネジャーがおりました。もう人事としては障害のある人用の仕事というふうに全然考えていないので、とにかくこういう仕事ができたら採りますというのだけ出してくれという話をしたんです。そうしたら、技術の補助とか、例えば英語であればＴＯＥＩＣのスコア800点以上とかいろいろなものが出てきたのですが、今そのまま募集しています。実際には精神障害の方、知的障害の方、身体障害の方を含めて、例えばＴＯＥＩＣのスコアが800点以上の人は何人も応募がありました。実際そのまま職場の求めるものをレベルを下げずに募集し、多くの方に応募していただいています。

　なぜ私たちのような世の中的には知られていない会社に応募してくださるのかと聞いたらば、１つ、車いすの方であればハードの関係でほかに行けるところがない、そういう意味で選んでいただいているのもあるのですが、もう１つは、我々障害者だからといって募集の仕事内容があまりにもレベルが低い。今までもっと高いレベルのことをやりたかったのにそれを求められたことがなかったということで、かなり高いレベルの要求に対して、翻訳をしたかったんだとか、本当に技術の開発をしたかったという方の応募があるので、お互いに一致していていいなと思うんです。

　あとは精神障害の方の希望が非常に多いので、この後の議論にもあると思うのですけれども、こちらについては人事に幾らお勧めしても、天野さんなどにもいろいろ事前にお電話で伺ったりしたのですが、世の中に出回ってしまっているマニュアルとかのせいでと言うのも失礼ですが、マニュアルが不安をなくす方向のものももちろんあるとは思うのですが、私たちの会社のマネジャーの皆さんは、マニュアルを見たことによって、だれか必ず支援者がつかなければいけないんでしょうとか、短時間でなければ絶対だめなのでしょうとか、途中ですぐやめてしまうのでしょうということを、目の前にいいなと思う人がいても、ここに書いてあるのはこうだ、だから我々はなかなかそこまではできないというふうな誤解を持ってしまっていて非常に困っているのが現状です。

　ですので、私たちの話からそれますけれども、都庁で年間たくさんチャレンジ雇用をしてくださるということなので、そこの実績をもって、私たちの会社に来る方というのは、病気をした後初めて就職するという方が非常に多いです。ですので、そこは４カ月でもいいので、都庁で雇いました。４カ月きっちりフルタイムで働けた。途中からでもいいので、そういった方を紹介していただければ、実績として働けたでしょうということで、私たちも人事として職場を説得できるので、ぜひ４カ月×４人、１年あるから３回あるんですか。そういったことでぜひ期待をしているので、都庁だけではなく、ハローワークのほうとか、そこで実績がある方からまずやっていきたいなと思っています。

　以上です。

○今野座長　ありがとうございました。

　それでは、きょうの材料が全部出そろったのですが、幾つも材料がありますので、順番を考えたいなと思います。１つは、きょう最初事務局から説明があったことが２つあるんです。１つは予算の関係で、もう１つは論点なのですが、きょうのメーンは論点をめぐって議論していただきたいので、それはちょっと後にして、予算の関係の説明と、あと資料がいっぱいありますので、あるいは事前に配られた資料もありますので、その資料の関連でご質問があったらまずお受けをしておきたいと思います。

　私から最初ですが、箕輪さんから「箕輪委員提供資料」、これは何なのか説明していただけますか。

○箕輪委員　きょうどこまで行くのかわからないのですが、この検討課題を事前に拝見していたところ、課題８のあたりに企業と障害のある方のマッチングを高めるという話があって、ハローワークの求人を見て応募されることもあると思うんですが、今もそうですけれども、企業から膨大な情報を出しているのですが、本人に行き渡る情報はすごく狭いというのと、それから企業が出しているニーズに対して、障害のある方が何ができるのか、何をしたいのかという情報がまだまだ少ないということがあります。今年度、厚生労働省で調査研究事業で、総額25億円ぐらい使ってやっているいろいろな情報があるのですけれども、その中の１つでジョブマッチングのモデル策定事業というのがありまして、私もその会議に一緒に参加しているので、ぜひご紹介させていただいて、ある程度できているものを使えればと思っているんです。

　簡単に申し上げると、企業と求職者の方をよりミスマッチのないようにするためのものです。企業も何人か入っていますし、ハローワーク、厚生労働省の労働側の方も入って今一緒につくっているんです。こういった中で必要な項目を、今皆さんご存じでしょうか、「移行支援のためのチェックリスト」があると思うんです。それだと、企業からするとちょっと足りない感じがするので、もう少し仕事に直結したようなもので、かつ、ハローワークに出す求人票などを補完し合うものということで挙げています。

　詳細については事務局の方がきょうたまたまいらっしゃっていますけれども、東京都内のナカポツセンター（障害者就業・生活支援センター）、ＷＥＬ’Ｓ ＴＯＫＹＯさんがこの事業の事務局をやっていただいて、取りまとめていただいています。紙ではなくてパソコン上で処理ができるような方法でつくっていて、今年度じゅうに皆さんにお配りできる。今もしかしてお配りできたりとか、ちょうどいらっしゃっているので……。

○木野村（ＷＥＬ’Ｓ ＴＯＫＹＯ）　22日にウエブ上で配信できます。

○箕輪委員　２月22日にウエブ上でこのシステムについては配信していただけると。

○木野村（ＷＥＬ’Ｓ ＴＯＫＹＯ）　使いたい方にはＩＤ、パスワードを発行いたします。

○箕輪委員　使いたい方はどこに行ったらいいんですか。

○木野村（ＷＥＬ’Ｓ ＴＯＫＹＯ）　広報します。とりあえずうちで……。

○箕輪委員　使いたい方は自由に使えるようなものですので、支援機関の方とか、企業も含めて使ってみたいなと思っているものですので、詳しく説明できなくて申しわけないのですが、私たち企業から欲しいと思って要望したもので形にしていただいているもので、今できているところまでを一応資料としてお配りさせていただきました。

○今野座長　ありがとうございました。

○天野委員　今、予算について説明ということで、オーケーということで。進め方にもちょっとあるのですが、きょうは企業の課題１から４、それから次回が５から９ということですけれども、あと何回かしかないというところで、課題を見ると膨大な問題がいっぱい書いてあるので、これを一体どういうふうにして議論するのか。一体どうやってまとめるのかということを考えてみると、私が前回一番最後に言ったと思うのですけど、東京都のストーリーというんですか、どういうふうにして進めると就職者が増えるのかとか、そういったことが一番の課題だと思うので、私の問題意識では、今や企業の障害者雇用というのは相当ハローワークでこじあけられていて、みんな無理やり何とか障害者はいないかという状況で来ていて、むしろどうやって働ける障害者を育てていくのか。それで、福祉が自立支援法でもうやられてみんな動かなくなっている状況の中で、東京都はどうやって就職者をつくっていくのかというのが多分一番の論点だと私は思うんですね。

　それで、前回の最後にその東京都のストーリーをお示しいただきたいというお話をしたのですね。１回これをやって、２回目、セクション２のところですね。それが多分大きな問題になると思うので、よかったら、きょう、せっかくですから１番をやったとしても、２番のところまで触れていくようなことにしないと、議論の時間もなくなってしまうんじゃないかなというのを心配しています。

　もう１つは、それと予算というのは当然関係してくるわけですね。お金をどうやって使っていって就労を支援していくのかということで、最初の簡単な質問としては、この予算、拡大、拡充ということで就労支援協議会と緑化推進と産業労働局の幾つかがあるのですが、どういうストーリーの中でこれが予算化されているのかという説明から伺えればと思うんです。

○今野座長　今２つのことをおっしゃられたので、前半と後半ね。前半については、ここの進め方の議論の仕方ですので、一応２回議論をして、それを踏まえてもう一度議論していく、そういうことですよね。ですから、一番最初ばっと広目に議論をしておいて、今度は絞っていくという議論になると思います。ですから、最後のつぼめるところのつぼめ方はいろいろな選択肢があるわけで、これはまだこの協議会としては決まっていないわけです。つぼめるところで、すごくどこかにウエートを置くつぼめ方もできるし、何を言っているのかわからないように広目に言うというのもある。そこで今、天野さんが言われたような論点が非常に重要であるというふうにここで合意すれば、それにぐっと焦点を合わせたつぼめ方になると思います。ですから、少し効率が悪そうですけど、一度２つについて自由に議論をする場を設けたいというふうに、私は進め方としては思っております。

○天野委員　それはいいんです。できれば１番に限定するのではなくて、全部くっついている話なので、２番の話にもなるたけ広がっていくようなところにしていかないと、ここで１時間ちょっとだかなんかで、また２回目に２時間ぐらいしかないですよね。とてもできないんじゃないかなということです。

○今野座長　私としてはそういう切り方はしていますけれども、きょうは主にでいいです。だって、関連があるでしょうから、もう１つの話題に入ってもいいと思いますので、主に企業側に焦点を合わせた議論にさせていただくということで。

　あともう１つは予算の関係ですので、高橋さんから。

○高橋副参事　今どのような考え方でという部分があって、最初に関連する話にもなるかと思うのですけれども、企業のほうで風穴があいたというふうなとらえ方ももちろんあって、全体的にはそういうことだと認識しております。ただ一方で、ご説明したとおり、例えば中小企業を中心に、特に東京都の施策としては、言ってみれば、大企業よりも中小企業を中心に雇用を支援したり、もしくは雇用支援でなくても中小企業に就職する数多くの障害者の就労支援をどのように進めていくのかということが重要というふうに考えております。

　ですので、企業側に対する支援と、就労していくべき障害者に対する就労支援と、どちらも重要ととらえておりまして、２回と３回に分けて、今回と次回に分けてというふうなとらえ方をしたわけですけれども、今、座長がまとめていただいたとおり、主にということですので、今回もそこの部分は当然、特に中小企業の支援については、中小企業に何かを求めるというよりも、中小企業にどうやって支援していく仕掛けをつくるか。どちらかというと、就労支援体制の側とか、障害者をどうやってそこにつなげるかという話かと思っていますので、雇用というような企業への要求のような形の切り口をしていますけれども、決して切り離せるものではないですので、忌憚のないご意見をいろいろいただく中でまとめていく何か方向性が見えればいいかなと思っております。

　一体いかなる考えに基づいて障害者就労支援施策をという話ですけれども、かなめとしては、きょうお手元にお配りしながら、手元の右側にあったもので紹介するのを失念してしまいましたけれども、「『10年後の東京』への実行プログラム2008」は、一昨年になりますけれども、「10年後の東京」を打ち立てまして、今後３年間この「2008」で実行していこうという指針を設けてございます。

　こちらの中にも書かせていただいているところでございますけれども、お手元資料の120ページあたりを開いていただけますでしょうか。施策23で、「東京の強みを活かした障害者雇用３万人増の実現」ということで、現状と課題から始まりまして、３カ年の事業展開という形で落とし込んでいるものがございます。こちらにつきましては「10年後の東京」目標実現ということで、障害者の地域における自立した生活を実現し、多様な社会参加を促進していくという観点から、必ずしも雇用だけではなくて、退院促進から始まりまして、最終的には雇用に結びつけたいというようなことまで書いてございます。障害者雇用の拡大に向けて社会全体で取り組む機運を醸成していくことが重要ではないかという視点から、具体的な事業につきましては、地域の生活基盤の整備であるとか、地域移行に向けた支援であるとか、社会的入院の状態にある患者の退院促進であるとか、発達障害者への支援、またスポーツを通じた社会参加の促進と、重い課題から比較的軽いものまでさまざまございます。

　１番としては環境の整備、２番以下といたしまして、おめくりいただきますと、122ページのあたりまで個別の施策は出ているところでございます。視点といたしましては、地域で安心して生活できる環境を整備していきたいということと、この協議会の設置目的でもございますけれども、福祉と労働と教育とが、各立場の者が連携して就労支援の充実を図っていくということ、３番目といたしまして、障害者雇用に取り組む企業を集中的に支援していくということ、４番目といたしまして、障害者の職場定着を支援していくということで、このような考え方に基づきまして、今ご紹介させていただいた施策を新たに打ち出してきたということでございます。

　お話のありました働ける障害者をいかに就労に結びつけていくかということにつきましては、福祉保健局としてもとても重い課題だというふうに受けとめております。まさに今すぐに企業どころか、福祉的就労と言われているところにもまだ結びつかない方が大勢いらっしゃるということで考えれば、一気呵成にいく話ではないかなという部分もございまして、段階的にまずは地域活動されている方に何とか就労という意識を持っていただくようなことであるとか、実際に能力も身につけていただくような機会を提供していくとか、総合的に支援していくことによって一歩ずつ進めて、結果的に企業の就職に結びつくような形が重要だというふうに考えてございます。そちらにつきましても、昨年５月に策定しました障害者計画でも、例えば就労移行支援事業に平成23年度は二千数百人の方を結びつけていきたいというような目標も設置しております。考えていることがなかなか形になっていない部分もあるのですけれども、今後、それら福祉から企業へ移行する就労支援移行事業者の育成であるとかをどういうふうに考えていくかということにつきましては今後とも取り組んでいきたいというふうに考えてございます。

○今野座長　天野さん、いかがですか。いろいろな政策を考えていろいろやっていて、これでベストだというのだったらこの会議は要りません。ですから、こういう情報を踏まえながら、こことしては障害者の就労をふやすにはどうしたらいいかということを、こういうことをしたらいいということを打ち出したいということです。ですから、それはそれで情報でもらっておいて、ここで議論してまとめていくということになると思うんですね。今のでよかったらコピーすればいいだけです。ですから、そこはみんなで議論して、いいアイデアを出していきましょうということだと思います。よろしいですか。

○天野委員　まあいいです。どうぞ。

○今野座長　私の期待は、いいアイデアを出してほしいということです。

○天野委員　いいですけれども、要するに、ここでたたき台を検討するとしたら、東京都がどういう方針でこれこれこうなので、それに対してこう思うよということを出していく協議会だと思うんです。だから、まず東京都がどういう方針なのかということを聞きたかったということで、今お答えいただいて、いろいろ意見はあるのですけれども、それはまたやればいいから。

○宮武委員　今、予算の中でチャレンジ雇用ですけれども、初めて20年度に都庁で、知的障害、精神障害だと思いますけれども、書いてありますね。臨時職員として雇用が実現するというのは大変うれしいことだと思うんです。これは国の施策ですけれども、実際に各都道府県に国から通知が流れているのか。国は今チャレンジ雇用100名ということで、各県でもハローワークなど雇用が進んでいますけれども、そういう国の施策の関連と、これを東京都がやるということは、各区市町村もぜひやってもらいたいと思うんです。この中でどういう流れで取り組みをするのか、それが１点。

　それと、その下に人材育成がありますが、産業労働局独自でジョブコーチをやると。これは火急の人的支援が一番ポイントですから、ぜひ進めてほしいですね。福祉保健局の人材育成と産業労働局のジョブコーチは具体的な内容が示されていないですけれども、その内容についてお聞きしたいと思います。

○尾田就業推進課長　産業労働局就業推進課の尾田でございます。

　まず、チャレンジ雇用について国から通知が来ているかということにつきましては、今後も国から通知が来る予定はないというふうに認識しております。国ではチャレンジ雇用を全府省、全自治体でということで掲げましたが、それに対する何らかの後押しということは特段ない。ただ、厚生労働省としては100人の雇用というのは推進していくというふうに私は聞いております。

　もう１つ、まずジョブコーチ、私どもの事業についてご説明させていただきますが、こちらの資料では３年間で880人の職場定着と書いております。具体的には、来年度におきましては20名程度のジョブコーチの方に養成研修をしてジョブコーチの素養を身につけていただきまして、企業のニーズに応じて企業のほうに出向いていただいて支援をする。国のジョブコーチと類似の形でございますけれども、それよりは柔軟な形でできれば、そういった国の制度を補完するような形で、まだまだ都のニーズには十分な数でないと認識しておりますので、そういった形で共同してやっていきたいと思っております。徐々に人数をふやしまして、３年間で対象者としましては880人の職場定着ということで考えております。

○高橋副参事　続きまして、福祉保健局の就労支援者に対する人材育成についてでございますが、これまで福祉保健局は現場を持っておりますので、心身障害者福祉センターであるとか精神保健福祉センターで独自にかなり専門的な人材育成も行ってきたところでございます。ただ、今後、天野さんからも今出ましたけれども、精神障害者をきちんと理解あって担当できる支援者が、例えば区市町村の障害者就労支援センターであるとか、就労移行支援事業所の中の就労支援者にそれだけの能力が備わっているかというと、まだまだというところがございます。そのようなことを中心に、また心身障害者福祉センターでは高次脳機能障害の方に対する就労支援を独自にやっているということもございますので、例えば専門的な支援であるとか、もしくは支援者としての中核的な人材育成について、福祉保健局挙げて就労支援に取り組んでいきたいというようなことで、こちらに特出ししているところでございます。

○山鼻委員　今の話に関連してですけれども、東京都で独自にジョブコーチを養成なさるというふうなお話で、企業の特例子会社を中心にしましていろいろご相談を承っているときに、特に精神障害者に関しては、１回入ってからも定着までに――箕輪さんのところは非常にいい環境なのかなと思うんですけれども、特例子会社であっても非常に皆さん苦労して、なかなか生活のほうの安定ができないので、ジョブコーチにすごく助けられているとか、支援センターの方に助けられているという声を非常によく聞くんですね。そうすると、今の国の枠組みですとその支援できる期間が非常に限られているのですが、実際に精神障害者の方を雇っている方は、支援期間後も企業としてはそのような方がついてくれると非常に安心して雇用できるという声を非常に多く聞きます。東京都独自ということでしたら、企業のそのような声もありますので、今後、精神障害者の雇用がふえるに従ってこのような支援者が非常に必要だと思いますので、期間を長く、できたら予算措置をしていただけると、雇用する立場としては非常にうれしいなと思って、１つお願いでございます。どうぞよろしくお願いいたします。

○今野座長　今、山鼻さんがおっしゃられたのは実は後ろ側の論点の議論に入ってしまっていますので、そろそろ後ろ側に行きましょうか。

○山鼻委員　失礼いたしました。

○今野座長　それでは、企業の２人からお話をいただいて、それに対してもご質問が多分たくさんあるのではないかと思うんですが、少しやりましょうか。せっかくですものね。本当はきょうは論点の議論ですが、少し時間を区切らせていただいて、私が勝手に時間で切りますので、５分か10分でも、企業のお二人からお話をいただいたので、それにご質問があればご質問していただければと思います。いかがですか。

○山鼻委員　ヤマトさんで、精神障害者の方が福祉施設でメール便を配達しているというふうなことがあったのですけれども、そこのところで、社員の方からグループに対してお願いしているので、穴があくことがないので安心しているというふうなお話があったんですが、例えば直雇用にしてしまった場合にどのような感覚になりますか。やはり穴があくというふうな心配というのはお持ちですか。

○三重堀委員　もともとメール便の配達というのは委託の組織で主婦の方を中心にやっていましたので、その中でも、ご家庭の主婦とはいえ、個別の依頼ですと、お休みのときとかありますので、こちらとしても団体さんでというのが非常にありがたいということです。ですので、直接雇用でどうかというお話については、可能は可能だと思うのですけど、そうすると、従来からある個別の穴のあく問題はやはり残ってくるのかなとは考えています。

○箕輪委員　今の郵便の仕事で、例えば企業の中で郵便は、都庁の郵便事務を見せていただいたことがあるのですが、大きいところほど大勢でもともとメールをやっていて、小さい会社はもしかしたら１人でやっているかもしれないんですが、そういった大勢の複数で、一人一人全然違う仕事というよりは皆さん同じような仕事をしている。障害がどうこうではなくて、だれか急に休んだりとか、私用で休むとかもあるので、そういった意味では、そういうご心配があるならなおさら、グループ就労というのはすごく特殊な名前ですけど、複数が同じ仕事をしているところに入っていけば、多少なりとその心配というのはなくなるのかもしれないんです。

　ただ、フルタイムでの契約と、時給ベースで来た分だけの契約といった部分での課題というのは残りそうな気はします。

○山鼻委員　特例子会社の方からご質問でも、そこら辺が非常に難しいと。結局、雇用率を達成するためにはある程度の時間働いていただかなければいけない。ただ、それでまた急な欠勤、１人に対する雇用管理の大変さということを非常に毎回お話を伺うので、そこら辺をどう考えていらっしゃるのかなということで、ありがとうございました。

○三重堀委員　追加で参考になればと思うのですが、実はメール便の配達は、支援団体さんのほうから見ると、一般就労へのステップに使っている方も結構いらして、直接、精神障害の方などは、フルタイムで時間に縛られ、会社のルールに縛られるというのは非常に不安だということで、これを１つのステップにして、慣れた後にさらに一般就労という使い方もあるので、直接雇用でない分だけ柔軟にその辺はお使いいただいているようですね。

○朝日副座長　先ほどの三重堀さんのお話の中で、これは別のところで伺ったのですけれども、クロネコメール便を配達されている障害のある方が、ユニホームを着て、全然知らないヤマト運輸のドライバーの方と目を合わせるとあいさつをし合っていくのがとてもうれしいというようなことを聞いたことがあります。

　そういうふうに非常に先駆的な取り組みで、私は、この部分は直接雇用ではないですけども、今ステップであるとか、あるいは福祉施設への仕事の提供という部分で、まさに障害のある方の就労全体を推進していく上での統合型モデルを示しているのではないかなという気がするんですね。でも、さっき三重堀さんもおっしゃったように、この制度については特に雇用率制度上のメリットはない。でも、何か企業としてはメリットがあるというお話だったので、そこら辺をもうちょっと伺いたかったんですけれども、もしかすると、こういった制度のはざまにあるところを国に先んじて独自のプラットホーム（支援基盤）をつくるというか、このあたりに着眼していくというのも、こういう議論の場から１つ具体的な提案をする上でとても参考になるのかなと思いました。

　先ほど、障害のある方にはもちろんメリットがあるんですけれども、企業としてもメリットがあるというところをもうちょっと聞かせていただければと思いました。

○三重堀委員　企業側のメリットというのは、キーワードとしては少子高齢化じゃないのかなと思うんですね。実はこの仕事の開始はたしか北海道のほうからだったと思うのですが、メール便というのも来たら必ず配らなければいけないという中で、たまたま体制が不足したときがあって、いろいろ協力者を探していたんです。そのときにたまたま支援団体さんから、やれるよという声があって、そこが結びついて、これはいけるんじゃないかということで全国に展開していっているという中です。特に我々は労働集約産業の代表みたいなものですから、少子高齢化というキーワード、労働人口が少なくなってくるというのは各企業の念頭にあるお話なので、そこで社内の仕事をやっていただけるのかなというあたりがうまくつながっていくと、１つの切り口にはなるのではないかと思っています。

　実際お話を聞いてみますと、企業側が考えるよりも、支援団体さんを交えて話したほうがどうもいいアイデアが生まれてくるようなので、なるべくそういったことで、会社も１つの労働力、戦力というふうなとらえ方で話ができればいいのではないかというふうに思っています。

○今野座長　それでは、この辺で切らせていただきますね。

　きょうの本題にやっと入ります。先ほど事務局から話がありましたように、一応、事務局が用意したのは、企業の障害者雇用の促進ということで課題１から課題４まで用意していただきましたので、これをベースにして、先ほど話したのですけれども、これを主にして議論していきたいと思います。

　進め方ですけれども、どうしましょうか。一個一個やっていくというのも１つですし、いいよ、もうまとめて全部自由にやろうというのも１つです。どちらでもいいですけど、どうしましょうか。議論してみないと、どちらが議論しやすいですかね。１つずつやってみますか。練習に１つやってみます。そこで拡散するようだったら全部一遍にやる、こういうシナリオでいきましょう、今思いついたんですけど。それでは、課題１が社会への障害者雇用の啓発ということで事務局側から説明がありましたので、これをめぐってご意見をいただければと思います。今も言いましたように、関連するのだったらどんどん周辺に広がっても結構ですので、ご意見をいただければと思います。

○箕輪委員　確認ですけれども、４ページの課題１のところにある２つ目の丸だと、東京には10万7,158人が雇用されているというのは、東京で実際に働いている人の数じゃない。では、この４つ目にある雇用率と同じように、本社が東京にあるというだけで、実際に働いている場所は別なところという可能性があるということですか。

○高橋副参事　そのとおりです。

○箕輪委員　そうすると、そこが一番、東京でいろいろな施策を考えるときに、恐らく東京で在勤というふうに考えていくのと、本社が東京のところに何をしていくかというのを考えるのと、ちょっと違うのではないかと思うんですけども、どうでしょう。どちらもだとなおいいんですけど。

○高橋副参事　ご指摘のとおりですが、ただ、実際、例えば東京の雇用率といった場合、今まさに論じている1.46が足りないという場合は、こちらの１から４まで東京労働局の集計数字で書かせていただいているところですけれども、本社が東京にあるということで、数字としてはそういうふうにとらえています。ただ、気持ちは東京都の中で実際に障害者の雇用を推進したいということがあり、当然、東京労働局の数字も、内部的な資料から数字を追っていくと全くつかまえられないことではないということではあるのです。ただ、毎回そういうような形でとらえ直しますと、出ている数字と違って何だということになりますので、当面ここに置かせていただく数字については、この東京労働局公表の数字でいったほうが我々もわかりやすいですし、最終的な到達目標もこの数字が物を言うわけですから、若干違いはあるんだけれども、この数字を指標にしたほうが、誤解ですとか、対外的にお知らせできるという意味でもいいのではないかと思いまして、とりあえずこの数字を１つの指標として置いているということでございます。

○箕輪委員　ということは、この後、全部かかわると思うので確認ですけども、私たちの会社は東京にあって、本社が東京で、働いている人も東京ですが、通っている人は都外の人も多いですね。埼玉とか神奈川とか千葉とかから通っているんです。いろいろな支援を頼もうとしたときに、在住で縛られてしまうことが非常に多くて、東京に本社がある会社を、企業をサポートするという部分を含めて考えていっていただけると、そういうところはカバーできるのかなと思うんですが、どうしても在住にすごく縛られることが多いですね、特に福祉の支援を受ける場合には。だから、そこを最初に確認しておかないと、いろいろな要望とか提案をしても、在住者でないとかいって切られて終わってしまうかなと思って、今までもそうだったので、そこの確認です。

○高橋副参事　福祉サービスは居住地が原則ですので、切られてしまったというお話のとおり、在住地が埼玉の方であれば結局埼玉県のほうで福祉サービスを受けていただくというのが原則なんです。そういう意味で言えば、若干、埼玉居住の従業員の方がどこでサービスを受けられるかということになれば、例えば福祉サービスを受ける場合に、居住地だと言わざるを得ない部分はあるということは確かです。ただ、障害者の就労支援におきましては、今、ナカポツセンターもありますけれども、居住地だけではなくて周辺地域を利用していいことになっておりますので、障害者の就労支援に関していえば、区市町村の就労支援センターは違いますけれども、必ずしも居住地だけではないので、広域的に対応している機関もございますし、そんなに利用制限があってここでの議論が生かされないということではないというふうに思っております。

○今野座長　そうすると、東京というエリアを考えたとき、東京でどれだけの雇用需要があるかわからないんだ。つまり、東京に本社がある会社の雇用需要はわかる。でも、それは事業所がいろいろあった場合に、東京で雇用機会がどの程度あって、そういう意味での需要がどの程度あるのかというのは正確にはわからないということですか。

○尾田就業推進課長　箕輪さんがおっしゃったとおり、東京労働局のカウントの仕方が障害者雇用促進法に基づく障害者雇用義務がどこにかかるかというベースになっていますから、本社が東京にある企業でカウントします。最近、国のほうでは事業所ベースの数字も出し始めておりますけれども、これも正確性をやや欠いておりますので、連続性という観点で考えますと、先ほど高橋が申し上げたとおり、この数字はちょっとねらっているところとは違うのだけれども、推移を見る上ではこの数字を見てということで考えたいと思っております。これ以外に適切な数字はないというのが実情でございます。

○箕輪委員　しつこくて申しわけないです。さっき天野さんがおっしゃったように、東京都内で今働きたいと思っている在住の方が企業で雇用されるというのを考えたときに、東京に本社がある企業の求人というよりは、都内に出されている求人の数を見ていく必要があるわけです。東京都内で働ける人の場を広げていく必要があるというわけですね。もしかすると、ユニクロさんのように、山口に本社があるけれども、東京都内にいっぱい働けるところがあった場合、その数も引っ張ってこられるかもしれないですね。勤務地として東京を考えたときにはそこも数に入るということですね。

○今野座長　そう考えるとハローワークでいいわけですね。ハローワークで出てくる数字の需給関係を見るということになる以外ないですね。今のところそれしかないと。

○尾田就業推進課長　私が答える話ではないかもしれません。おっしゃるとおり、これは現在世の中で障害者雇用促進法に基づいて数えた場合の障害者雇用者数がどうなっているか、しかも本社ベースの数字というのがこの数字でございまして、年々の推移を見るにはもう１つ、労働局が発表している各管轄のハローワークがどれだけの障害者を登録して職業紹介しているかという数字もまた別途ございまして、こちらの推移も東京における現況を見る上では参考になると思います。

○天野委員　そういう意味で、ちょっとまた話が分かれてしまうかもしれません。ここに書いてある支援策というのは、ハローワークの仕事、ハローワークが本来、例えば大企業に対する働きかけをいろいろしている。雇用指導官があくせく動き回って是正の命令とか、企業名公表とかいろいろやっていますよね。そういったハローワークの仕事と東京都がやっている例えば雇用率達成への努力で、課題２であるとか１であるというのは、どういうふうに役割分担というか、つまり、東京都でいえば、東京都のどこのだれが雇用率達成に対して指導していくのか、どういう方向でしていくのかとか、その辺はどういうふうに分けていくんでしょう。ハローワークが言っているのはわかりやすいんですね。ハローワークは雇用指導官がいて、こうして雇用率達成のためにがんがん毎週行くとか、６月１日のために企業が必死になるとかいうのはすごくわかりやすいんですけど、東京都がこの辺を出したときには、だれがどこに向けて何をしていくのかというのはどういうふうになりますか。そういうのが私にはよくわからない。

○尾田就業推進課長　確かに東京労働局さんですとハローワークという第一線機関が都内に17カ所あって、そこが管轄の企業に向けて雇用指導を行っていくという一本の線でつながっているわけですけれども、我々の関係の機関は何があるかと申しますと、あまり実際は手足になる機関というのはなくて、福祉保健局で申しますと区市町村の就労支援事業というのは補助事業になっておりますし、また天野さんにもご尽力いただいております障害者の就業・生活支援センター、こちらも都のお金も入っておりますので関係と考えておりますけれども、なかなか手足がないというのが実態でございます。

　ただ、そうした中で我々としては補助によります就労支援と、あとは企業に対する直接助成とか普及啓発、そういったところを今のところは中心に考えております。もちろん、従来からの職業訓練というのも重視していきたいと思いますが、役割分担という考え方も、もともとの権限のことでいいますと、ハローワークが障害者雇用促進法に基づく指導プラス雇用支援ということでやっておりますが、東京都は東京都としてやれることを精いっぱいやって、住民サービスとして障害者の雇用を広げていくということが基本的なスタンスでございます。

○天野委員　いいですか。例えば区市町村障害者就労支援事業、それからナカポツセンター（障害者就業・生活支援センター）が雇用率達成指導をするわけではないですよね。ご承知のとおり、先ほどの働きたい障害者を、福祉施設からお出になった方とか、病院にいらっしゃる方をつないで、ハローワークと連携して、就職して定着支援するというのが区市町村事業やナカポツセンターの仕事なので、ここに書いてあることというのは区市町村事業とかナカポツセンターの仕事とはちょっと違うと思うんですね。そうすると、産業労働局のどこかがこれをするためにこういう方針で幾ら予算を使っていますよというのが何かあるのかなという気がして伺っているんです。普及啓発というのは何かわかるんですけど、実際指導するとか、そういう話とは全然違っているというか、次元の違う話なんですか。

○尾田就業推進課長　恐らく国ですと、トータルで事業を持って、その事業がどこにはまるかということで、すべてワンパッケージで国の事業として一貫してできると思うんですけれども、先ほど申し上げたとおり、障害者雇用に関して障害者雇用促進法という法律があって、その指導はハローワークが権限を持ってやっている。それで残った部分というか、それで足りない部分とか、都として付加したい部分を都としてやっていくという部分もございますので、今回ご提示している課題すべてが都の事業ですべてカバーできるとは思っておりませんし、労働局でおやりになっている事業とか、もしくは企業の経営者団体さんがやられている取り組みも含めて、トータルで都全体で、ネットワークの中でどこかでやっていますよというものをこの課題の中で、どういう取り組みを強めていくかということでお話し合いをいただきたいということですので、都の施策の基本方針を定めるためのご議論ではないということでご了解いただきたいのですけれども。

　要するに、国の審議会のように、今回法改正をする方針を決めてくれとか、そういうことではなくて、東京都において障害者の就業を進めていく上で、どの分野でどういう取り組みを進めていくか、より広い視野でご議論いただければと思います。

○大塚委員　すごく基本的なお尋ねになるのですけれども、全国で同じように教育と労働と福祉の管轄があって、それぞれ施策を推進している。東京については、他県に比べるとものすごくそういう意味での財政面での支援が厚いということを個人的には感じているところです。なのにもかかわらず、企業数も多い、労働分野、福祉、教育の部分での予算の投入も他府県に比べるとすごく多いのに、雇用率は低い。福祉的就労からの移行率は低い。特別支援学校からは若干高いですけど、それにしても飛躍的に高いわけではないということを、私自身の中でなぜかというのがよくわかっていないところがあるんです。

　なぜか、皆様にぜひ教えていただいた上で、今回の検討課題、次回も含めてそれを議論していく中で、何がその引き金になっていくのかとか、何が阻害要因なのかというところをぜひ皆様のお知恵をいただく中で私も勉強させていただきたいというか、各論であるとか局所的な対応については、全国レベルでいうとものすごい質の高いものが提供されているというふうに私は思っているんですが、なのに低いのはなぜなんだというところがここでぜひ活発な議論がなされるべきなのではないかということを感じます。私が勉強不足なのかもしれないので、もしかしたら皆様の中でもう既にそのあたりのご意見があればということでお尋ねをいたしました。

○今野座長　大塚さんは勘でもないんですか。勘だと、大体こんなことが理由じゃないかとか、何かあればお聞きしておいたほうがいいだろうと。勘でいいです。

○大塚委員　なぜなんだろうと、私は東京については本当になぞで、こんなにお金が入っているのに、どうしてなのというのはずっとはてなマークなんですよ。地方に行かせていただくと、その何分の１かの資金を上手に使うことによって、それこそ局所的な事例にすぎないのかもしれないのですけれども、頑張っているなとか、連携がこういうふうにスムーズに流れているなというところで非常に勉強させていただくところがあるのにもかかわらず、十分にお金が投入され過ぎているからこそ、そこで非常に安定的に物事が推移してしまっているのではないかと、うがった見方をしてしまうほどお金が入っているぞというのが私の気持ちで、だからよけいにわからないです。

○今野座長　ということは、大塚さんのご意見は、今回のこれの１つの目標である、東京は雇用率をどうにかしたいとか、そうすると原因さえ、そこがはっきりすれば政策は出ると。

○大塚委員　ないしは、この課題の中での何が重要成功要因というか、どこを突破すれば、あとは優先順位からいうとほどほどの踏み込み度合いであってもいけるのではないかみたいなところを、皆さんがどのようにお考えなのかをぜひ教えていただきたいなと感じます。

○今野座長　ということですので、何かご意見がありましたら。

○松本部長　大変厳しいご指摘を伺ったのかなと思うんです。１つは、雇用率ですので、お金を投入したのに見合ってどうこうという話ですけれども、もと数字が大きい中での率ですので、やはり雇用者数から見ると東京都は圧倒的な数を雇用しております。それなりの投入した財源に応じた効果は出ているのだろうと思いますが、ただ、おっしゃる内容は、もしかすると各機関の連携であるとか、都庁の中での例えば産業労働局と福祉保健局等との機関の連携であるとか、その辺の小回りがきかないというようなお話だとすれば、それは我々のほうでも自戒して、もっと連携を深めていかなければいけないものかなと思っています。そういうことで、例えばもしかしたら投入された予算が効果的に使われていないのではないかというようなご指摘であるとすれば……。

○大塚委員　そんなことはない。そこまでは……。ずっとなぞなんです。

○松本部長　そんなことはないですか。その辺は我々としては十分自戒をしていかなければいけない問題かなと思っております。

　それから、役割分担の話がさっき天野先生からもございました。企業の雇用、先ほど先生は、ハローワークで大分風穴をあけたから、企業よりも支援策というお話もありましたけれども、私の感覚では、やはり企業側の認識もまだまだ不足している。とてもじゃないですけれども、雇用率も全然達成し切れていない。率の話をするとまたあれなんですけれども、下から何番目という状況ですから、やはり企業に対する働きかけもしなければいけないし、一方、障害者に対する仕事もしなければいけない。私どももハローワークとの間で連携をしながらやっていくわけですけれども、総合的にやっていく。都庁としては国の施策、あらゆるものを見ながら、足りないところを重点的にあてがっていくといいますか、そういったことがやはり我々の大きなポイントかなということで、今回、例えばソフト的な支援であるとか、定着の支援であるとか、その辺にポイントを置きましょうかということで新しい施策を考え出してきたところです。

　もう１つは、我々のほうでは職業能力開発の部隊、これはハローワークでもやっていないんですね。ある意味では都庁、それ自体が国からの委託金で賄われているわけですけれども、我々のほうでは障害者の職業能力開発という面でも仕事をしておりますので、その辺でもまた何かご議論、ご意見がございましたらぜひ承りたいというふうに思っております。

○天野委員　あえて言わせていただきます。今の能力開発の問題と、それから、大塚さんのおっしゃったのは本当にそうだと思うんですけど、就労支援していてすごくわからないのは、福祉保健局があって、産業労働局があって、東京労働局があってといったときに、それから支援の仕方、先ほど言いました区市町村事業と私たちのやっているナカポツセンターの位置づけというのがあると思うんです。東京都は目玉が大事だということで区市町村障害者就労支援事業についていろいろふやしていくことをやっていますが、ナカポツセンターは広域なので、もう１つこれも大事にしてほしいと思うんですけど、さらにまた、しごと財団というのが今度総合コーディネート事業で入っていますよね。いろいろなものができるのはすごくいいんだろうと思うのですけれど、先ほども言いましたが、ハローワークも似たようなことだったり、それからセンターの役割も似ていて、またコーディネート事業があってというふうになってきたときに、そのお金の効率的な使い方というのは常々感じるところです。

　心身障害者職能開発センターのことをおっしゃいましたけど、ずっと私が言っている精神障害を入れてくれないじゃないかというのをずっとお答えのないまま来て、ここでだんだん縮小していって総合コーディネートに移行していくといったとき、それで最初の予算の問題はすごく大事だと思うんです。だから、ここではもう20年度と出てきてしまっていると思うんですけど、これがただの形式的な会議に終わらないためには、この辺の話をきちんとやっていった上で、20年度は間に合わないとしたら、21年度の予算のときに何か整理していくものは整理していく、統廃合しちゃったりするとまずいのかもしれない。そういうところにまで反映していかないとやっぱり進まないんじゃないかなというのを常々思っていますので、嫌われるかもしれないのですけれども、一応言ってみました。

○松本部長　きょうの資料には載っていないのですけれども、精神障害についての職業能力開発も実は20年度から東京障害者職業能力開発校のほうで取り組みを始める予定にはしておりますので、またその運営等につきましてご協力いただければと思います。

○塩見幹事　私、しごと財団で、出身は都庁ですけれども、今は都庁の人間ではないということであれなんですけれども。天野さんがおっしゃることはすごくそのとおりだと思って、東京都側からの発言も、最初にこういう考え方というのはなかなか出せないというのは、実は案がないんじゃないかということもあるから、それはそれで、いろいろ新しいことをみんなで考えればいいんじゃないかと思っているんです。

　私どもも非常にじくじたる思いがあって、当然、障害者雇用についてはハローワークが中心でやっているわけで、私どもの財団は、ご存じのように、戸山の心身障害者職能開発センターもあるのですけど、本体は飯田橋と国分寺で職業紹介等をしているんです。これもいわゆる民間委託したり、自分たちで職業紹介権を持っていなくてやっているんです。ただ、それはそれで、ハローワークができないことを何とかやろうとしているわけで、実は障害者雇用については我々のできることは少ないのですが、今後そういう意味では何ができるかと、この議論を踏まえて考えていきたいと非常に強く思っています。そんなことをあわせて、朝日先生などにも来ていただいていろんなコーディネート事業をやって、これからなので、ぜひともそういうことも含めて本当にいろいろお知恵をかりて、我々はどうしていったらいいんだ、どうやったらハローワークを補完していろいろなことができるんだと。そういう意味で東京都版のジョブコーチも一つ一つ歩み出していこうと。

　天野さんはあまり評価してくれないかもしれませんけれども、精神障害の委託訓練も非常な数で勢いを持ってやっていこうとしていますので、ぜひ評価していただくことは評価して、前向きにご議論いただければと思っています。よろしくお願いします。

○今野座長　もう課題１から課題４まで別々にするのはやめました。特にきょうは全体的なテーマとしては企業がターゲットになっているので、企業関係の人からはぜひとも発言をしていただきたいと思うんですが、どうぞ。

○植木委員　話があっちへ行ったりこっちへ行ったりするかもしれませんけれども、先ほどの東京都という意味で、我々も都内というか、80ぐらい店があるんです。全国の中で東京都が、我々のようないわゆるショップでございますので、その中で働いていただく中でちょっと不利なのは何点かあります。どうしても、昨今、商圏を確保しようとすると都心店というのをふやさないといけない。そうすると、人が集まるところにお店をつくるということで、通常の一般の従業員、スタッフも、健常者も非常に集まりにくいという状況が今続いております。そこから何が起こるかというと、どうしてもお店を、店舗運営と呼びますけれども、ここは少し難しくなるんですね。その中でいくと、地方では障害者の方と一緒にお仕事をさせていただくことが、比較的スタッフの気持ち的にも、店長の仕事の中身からいっても余裕が出てくると思うんですけれども、都心のあまりにも忙しい、スタッフも安定しないという中でいくと、少しそういうところが難しい。

　また、特にビルの中のお店というのは職場条件がなかなかそろわないということも１つございまして、いわゆるバックルームからお店に行くまでの動線であるとか、そういう環境的にも不利な面がある。

　この間からうちのスタッフといろいろ考えていまして、そういうところが進まないお店に対してどういうアプローチをしていくかということで、先ほど松本部長におっしゃっていただいたのですけれども、やはり能力開発を少し我々からお願いしたほうがいいんじゃないかと。というのが、今までのお仕事にプラスアルファして、我々であればミシンの補正、これはかなりプロのお仕事になってまいりますので、逆に言えば我々のほうから能力の開発を事前にお願いする、いわゆる学校でお願いしたいという中で、そういう難しいお店には逆にプロとして、戦力として入っていただくほうが店側も非常に受け入れやすいことになるんじゃないかということで、去年の終わりぐらいから吉祥寺の新しい大きな店を出したのですけれども、そこにはミシンを事前に習得していただいた方にまずは初めてやってみようということで、お仕事の半分はミシンの仕事をお願いしていく。先日会ってきたのですけれども、まだまだ１カ月、２カ月ではお客様の補正を任せるところまではいっていないのですけれども、かなり習得をしてきているので、３カ月、４カ月のうちにはしっかり任せられるのではないかということもあるので、企業として、決して福祉だけで障害者雇用を推進するのではないので、戦力の確保という意味で今考えているところです。

○今野座長　今のお話は、障害者に対する公共訓練も出口主義にしてくれ、そういうご希望ですか。つまり、訓練校でこういうことが必要だといって訓練して出すのではなくて、就職先から何が必要かと聞いて訓練を決めてくれ、そういうふうに訓練校は変わってくれというソース、そういうお話でしょうか。

○植木委員　ニーズがしっかりと明確になっていて、お願いすべきはお願いしたほうがいいかなと。インターネットで今商売がかなり広がっておりまして、そちらは、お客様からご指示いただいたズボンの長さというのは、注文がインターネットで入ってきますので、それは１つのところにセンターをつくっておりまして、そこで大量に商品、補正をかけたりするものですから、まさにそういうところも１つの雇用機会があるのかなということで、これは千葉県のほうとお話をさせていただいている最中でございます。

○箕輪委員　すみません、私もしゃべってばかりで。２つ、さっき大塚さんの疑問のところで私もふと考えたのですが、例えば平成17年の全国の就職者人数が３万8,653人というふうに聞いているのですけど、それに対して東京都の実数3,939人となっているので、多分、率を見ると、パイが大きいほうがそういうふうに見えてしまうのかな。例えば、私、地方でいろいろとお話をさせていただくのですが、生徒さんが10人しかいなくて３人就職したら30％ですよね。それに対して東京は50人とか100人卒業者がいて、実数だったらば15人とか20人就職しているのですが、率としてはすごく低く出てしまうとか。会社側も雇う実数は、ハローワークさんとか東京労働局さんの協力のもと、実数はかなり上がっていると思うんですけれども、率だけ見てしまう。それから、先ほどの雇用率をどこの地域で見ているかというのを考えたときに、そういうものは多分一致しなくなるということなのかなと思うので、あまり東京本社の率とか、何とかの率だけ見ていくと話がずれてくる可能性はあるかなということが１つ。

　それから、今の植木さんの話と関連するのですが、同じ予算ならば、ちょっと話が広がってしまうのですけれども、いろいろ課題に対する対策、予算の中にも支援者を育てるというのがあって、これは多分どこも同じような課題だと思うんです。ここを、例えば働くこととか仕事を全くしたことがない、福祉のことを勉強しているだけの人に二、三日の研修会で企業の考え方とかお伝えするよりは、企業のほうで実際に仕事をしている人に対して、少し障害のある方に対する特別な配慮が必要なのであれば、そこを教えていただくほうが、もしかしたら会社が求めるものに対しては立ち上がりが速いかなと思うのと、精神のほうも、今まで知的障害とか身体障害、精神障害のことは全く知らない人に何日間か精神障害のことをどなたかがお話しするよりは、私たち企業に応募してくる精神障害の方で感じるのですけれども、働くことをよくわかっているお医者様につくと、すごく適切に指導を受けてきていて、病状はいいんだけれども、働くためにはまずラッシュを１カ月間自力で体験しなさい。図書館でもいいから８時間自分を１つの箇所にいさせて、それが耐えられるかというのをしっかり見ていって、あとはテクニック、もちろん障害者手帳を持っているだけでは就職できないから、働きたいことに対してちゃんと訓練をしなさいということをお医者様が言ってくれている人が結構来るんです。そういうふうに医療従事者の方に働くことをもう少し産業医感覚で話していただくとか、そのカリキュラムよりも対象者をだれにするかというのをもう少し慎重に考えたほうがいいのかな。

　今、例えば失業対策のように、働いていない方で、こういうのがあったから申し込んでみようと、例えば３日とか５日とか研修を受けてジョブコーチですとか言われても、多分私たちが求めるものにはなかなかたどり着かない。あと、今の話に関連して繰り返しになってしまいますが、学校の先生とか福祉の就労支援の方がどれだけ会社の要望に対して本当に教えることができるかというと、企業の現役の方とか、もしくは最近退職した人とか、そういう人で仕事がちゃんとできる人をうまく活用するような仕組みを持ってもらって、そういう人が直接学校とか福祉の現場に行って仕事を教えるというふうな方向を強めていっていただくほうが近道のような気が個人的にはしています。同じお金でも、だれにそれを受けてもらうかで大きく変わってきてしまうので、そこをぜひ条件というか、いろいろ考えていただけたらいいなというふうに思います。

○宮武委員　課題１の例として福祉施設と企業との出会いの場ということ、もちろん経営者のトップセミナーとか、その辺の啓発というのは大事だと思うんですが、実はすきっぷでは毎年９月に雇用研究会という形で、これは渋谷のハローワークさんが主催するのですが、未達成企業20社ほど人事担当の方に来ていただいて、就労者支援、すきっぷの取り組みの紹介と、実際その後に利用者がグループ懇談会をやるのです。利用者と人事担当の方に入っていただいて、いろいろこちらも質問を利用者の方が用意していて、今はインターネットがありますので、事前にあらかじめ参加する企業の情報を調べておいたりとかですね。最初は企業の方も、そういう障害者施設にも行ったことがないし、知的障害の人というのもイメージがなかなか持てないと、非常に表情がかたく来るんですね。ハローワークから言われたからというのもあるでしょうけれども。その方たちが帰り際には笑顔で帰る。

　やはり知的障害についての理解というのが進んでいないわけです。まず、施設というのは暗いイメージという感じなんです、障害者施設。知的障害というイメージもわかない。その辺で一番大事なのは、企業の担当の方が実際に接してもらう。働いている姿、あるいは直接お話をしてもらうということですね。その辺で非常に大事だなと思うんです。ですから、これは東京労働局が各ハローワーク管轄で実際にされているのかどうかわからないですけれども、そういう福祉施設に出向いてもらう。できたら、企業の担当の方が３日とか４日とか逆に実際に体験で入ってもらって、知的障害の方も非常にさまざまなニーズといいますか、障害特性もありますし、一律に知的障害といっても、知的障害というのはこうですよという定義も難しいわけですね。だから、まず出会っていただく。

　ひっくるめて今お話を聞いていまして、知的障害者の雇用義務化というのは身体障害におくれること30年近く、もともと都庁は身体障害者の別枠採用をやっていますから、義務化になって10年たって平成20年ですね。10年たって初めて都庁に知的障害の方が非常勤員なり職員として雇用されるというのは、意識がこれだけかかった。10年かかったんですね。だから、制度が義務化しますよといっても、意識が変わらない限り、毎年都庁の方も私たちのお願いに対しては、できる仕事がありませんとずっと言っていたわけです。だから、その辺は企業の方も同じだと思うんですね。まずお互いに、我々も企業のことを知らない。だから、学校の先生もそうでしょうから、相互に体験実習をきちんと進めるべきだと思うんです。その中で初めて障害理解というものが生まれてくるのではないかと思うんですね。例として出ていますけれども、これを実際に実行していただきたいなというのが私の意見です。

　20社ぐらい来るんですね。それで笑顔で帰っていただくようにしているのですが、20社来て、一、二社は実習とか雇用につながっていきます。何年かたってようやく受け入れ体制ができましたので雇用と。だから、即成果は出ないですけれども、何年かたって、何年前かにお邪魔して、ようやく我が社でも受け入れ体制ができましたのでというようなお話が随分あります。ですから、実際にその成果も出ています。

○小林茂則委員　中小企業団体中央会の小林でございます。

　中小企業は障害者の雇用についてまだまだ理解不足のところがございます。課題４の中小企業の雇用支援ということで、私どもも障害者に対しての理解不足もあるのだろうということで、緊急的に今アンケートをしていまして、きょう締め切りということで400社ほどアンケートをしておるのですが、その中できょう来たものを引っ張り出して持ってきたんです。

　都内の常用労働者が257人、パートタイム労働者11人、卸の会社で、身体の障害と知的障害者と精神障害者の雇用についてどんなふうに考えていますかという１つの項目ですが、身体障害者については少しはある。知的障害者についてはあまりない。精神障害者については全くないというようなアンケートもしてきております。身体障害についてどんな中小企業としての課題や心配事があるのですかという質問ですが、１つ目は障害者に対する社内の理解がなかなか難しいのではないか。それから、設備、施設の改善がどういうふうになるのか心配だ。それから、仕事以外で障害者に対する配慮は要らないのかというような心配事を挙げている企業が１つあるわけです。それから、知的障害者の部分については障害者に対する社内の理解とか、適当な仕事があるのかどうか。８番目が仕事以外です。これも先ほどと同じですが、仕事以外で配慮が要らないのか。これは従業員を257人抱えていますから、そういう状況が変われば、障害者に新規の仕事、雇用を含めていきたいと。

　それから、もう１つのアンケートの中に載せさせていただいたのは、先ほど横河さんの説明の中にもありましたように、ＩＴ化で障害者を雇用する中小の部分で障害者の仕事があるのかということで質問をしたところ、パソコンを含めて情報処理がもっと中小で進めばふやす該当があるんじゃないかというようなアンケートが来ています。ここら辺も含めて、私ども、中小企業に対する経営者の方々の理解、啓発をしっかりやっていけば、かなり上がっていくのかな。

　それから、私ども協同組合の支援機関ということで、協同組合をなるべく地域で生かしていくということになれば、いろいろな企業、団体がございますので、それを活用していければなと。これは今とまっているということで、昨年までは、中野にあるビルメンテナンスというビルの清掃、警備を含めてやっている団体でございますけれども、中野の訓練校とともども障害者雇用の開発をしていると。今ちょっととまっているという話が来ているのですが、どうしてとまったのか、そこら辺も探りをきちっとして報告できればと思っております。

　中小企業の実態はそんなところかなという感じがいたします。

○小林進委員　永福学園の小林でございます。

　実は、先ほど出会いの場という話もございましたけれども、開校して企業から来られる方がもう2,000人を超えているんです。学校は240日ですから大変な数で、きょうも午前午後と分かれて来られているんです。そのほとんどが中小企業の方たちなんです。まず経営者が来られたり、部長級の方が来られて、今度社員を呼ばれるわけです。会社としての数というのはまだ整理しておりませんけれども、とにかく来てみて、話を聞くわけじゃないんです。私の話を聞きたいわけではないんです。子どもを見たいんですね。子どもを見て、どういう仕事ができるのかということがわかって、そしてこれならば雇用できるかもしれない。そういう思いを持って、とりあえず雇用の前に就業体験を受け入れてみようかということから始まっているんです。

　東京都の教育庁の施策そのものですから、うちの学校は。だから、今後この施策にどう盛り込むかというところも変な話ですけれども、施策としてやっているのだから、その施策を広げるべきだろうということになるのだと思いますけれども、それにしても企業にとってわかりやすい教育をどう展開していくのか、それを見せるのかというのが教育庁サイドでは非常に大事なのだろうと思うんですね。わかりにくさがあったら、やっぱり企業は帰っていくと思うんです。わかりやすい形、教育の中身、子どもをちゃんと見せて、それを広げていかなければいけない。

　それから、ちょっと話が飛躍するのですけれども、従来型の学校にアピールするためには、学校が子どもの可能性を考えて、入学してきた段階でうちの学校の場合は100人全員就職させるという約束をさせられているわけですけれども、ほかの学校も、例えば100人中30人は必ず企業に就職させるのだというふうな数値化をしていくことによって、企業を呼び込むと思うんです、やらなければいけないわけですから。企業のほうに行って、こういう子がいるんだ、ぜひ受け入れてもらいたいと。待ちの姿勢というのかな、先ほどもお金を投入してもという話がございましたけれども、教育の分野もそうだと思うんです。ものすごい金を投入しているわけですよ。でも、企業就労の数というのはここ何十年も変わらないという現状がありますから。それは何かというと、やはり努力をしていないのだろうと。僕はしていると言っているわけじゃないんですよ。でも、そういう現状があった。そういうふうに私なんかに、もうしなさいと言われればせざるを得ないような、そこまでやらなければ進んでいかないのかなと思います。ちょっとうまく言えないのだけれども、ノルマを課されるというのは非常に大事なことだし、それによって育成している人間、職員の意識も変わっていくし、また逆に企業のほうも変わっていくだろう。

　もう１つ言わせてもらいたいんですが、連携、連携と言うのですけど、私、これまでやってきてすごく感じるのは、企業にとってメリットがないと、同席して会議をこういうふうにやっていて連携にはならないと思うんですね。うちの子どもたちを預かってもらって、企業にとっても何かメリットがないと連携にはならない。相互補完というような形がないと、ただ単にチラシを配って、わかってもらえましたかねというようなレベルになるんだろうと思うのですね。そこにそういう関係をつくっていかなければいけないのではないか。互いが互いに支え合うような関係というものをつくっていくべきだろうと思います。

　全然何を言っているかわからなくなっちゃってきたけれども……。

○山鼻委員　先ほどから企業の意識が足りないとか、企業の雇用率が足りないということで非常に小さくなってしまうのですけれども、先ほど能力開発というお話が出ていたのですけれども、企業として欲しいのは決して即戦力というわけでもないんですね。多くの企業さんがおっしゃるのは、障害者の方も、企業の場合は福祉的就労ではないので、職業につける準備性を整えてほしいということを非常によく聞きます。普通の健常者の新入社員も、そこで今何ができるといったらほとんど何もできないと同じで、会社に入ってからの教育に関しましては企業はもうプロですので、それではなくて、企業で働くとはどういうことか、企業に入るための準備性を重視して能力開発。ミシンというのは非常に特殊と言っては失礼ですけれども、そういう方がいれば、ぴったり合えば確かにそれはうれしいのですけれども、そこまで企業が求めているわけではないということをわかっていただきたいなと思っております。

　経営者向けの雇用セミナーを私どももちょこちょこやっておりまして、２月18日にまた精神障害者を対象にやる予定です。私どもは障害者雇用相談室を設けておりまして、その場で雇用相談室のビラもまいております。法定雇用率未達成のところにもお話をしているのですけれども、非常に恥ずかしいんですけれども、企業の意識というのは二極化しております。今ここのところに臨席されている企業さんのように、障害者雇用というのは社会的責任、企業が社会の一員であるための責任であるというところと、できたら避けて通りたい、ハローワークから言われたからというのは、非常に恥ずかしいところもあるのですけれども、そこら辺は私どもとしてもなるべく理解を得られるような形でやっていきたいとは思っております。

　すみません。課題２のところに話は変わるのですが、３番の企業による自主的な目標雇用率の設定というのがあるのですが、今、企業はいろいろなところで設定、目標、何かというと計画を出せ、次世代だ、何たらかんたらといって、多分もう人事担当者は辟易していると思います。無駄な目標の設定はこれ以上やっていただきたくないなというのが心からのお願いです。

　先ほどちょっとお話があった助成金についても、私ども特例子会社は、一昨年９月の時点でまだ200社のときにアンケートをとったことがあるんです。助成金を活用している企業は７割以上、国の助成金等は活用しているのですけれども、その中の希望で、何といっても手続の簡素化、事務処理の迅速化、素人向けにわかる説明を、パンフレットをもらっても何が何だかわからないという声があるということも一言。非常にありがたく思っているのですけれども、それをより使い勝手をよくしていただければなというのが企業の声ではないかと思っております。よろしくお願いいたします。

○三重堀委員　今、山鼻委員がおっしゃっていたところはまさにそのとおりで、教育という面では、どちらかというと、うちの現場のほうも、入った後はやるよという声が出ています。ヤマトの現場、それから財団の意見もそうですが、現場で何が起きているかというところです。実際問題になっているのは、入った後のケアなんですね。企業側から、言いわけのように聞こえるかもしれませんけど、決して専門家ではないので、もしトラブルがあったとき、あるいは応対に困ったときにどうしようかというあたりです。

　過去、我々も全国に向かって、ジョブコーチというのができたので、それを積極的に使えというような指示を出したのですが、現場から返ってきた答えというのは、足りないと言っている。それから、一定期間が来ると帰ってしまう。これではだめだということで、発表の中にもあったとおり、我々サイドは、すみませんが、ジョブコーチが充実するまでの間は、学校の先生あるいはご家庭との連絡をとれと、そういう意味合いですね。つまり、継続していくためにはそれなりの方のアドバイスはどうしても必要で、それを企業の各現場に配置するのはさすがに無理かなというところが正直なので、ブレークスルーポイントの１つとしては、そういった専門家のアドバイスをどこでどういうふうに提供するかというのが企業と障害者の方をつなげる１つのテーマではないかという認識はございます。

○山鼻委員　今の話に関連してもう１点。定着ということが企業の間でも非常に問題にはなっております。ただ、もう１つ、今、企業に入ってしまったら、そこで福祉のほうに戻る道がないというのが現場で非常に困っているというのが実情なんですね。定年退職まで働ける方はよろしいのですけれども、実際、肉体的に無理だという方をその後どうしたらいいのかということでも非常に困っておりますので、福祉から就労、そして事情によっては就労から福祉へというような道もちょっと考えていただけると、企業のほうでも雇用が少しは楽になるのではないかなと思います。

○天野委員　今の話の流れの中で、基本的には、企業に入ったはいいけれども、定着をどうするのかとか、うまくいかなかった場合どうするのか、そういうことで二の足を踏むので、特に精神障害者はちょっと大変だよというのがまだあると思うんですね。そのことと区市町村事業が東京都の目玉としてあります。これは拡充しようということで、それは結構なことだと思うのですが、どこを見ても区市町村事業のことばかり書いてあって、就業・生活支援センターのことが書いていないということも最後に言っておきたいのです。なぜかというと、今、自立支援法で動いている就労移行支援事業はほとんど広域になるんです。広域になるということは、各自治体の人だけではなくていろいろなところからいらっしゃるわけですから、それに対応した就業・生活支援センターはとても有効なのですが、なぜか東京都はそれをずっと無視して書いているというのが私の実感なので、それについてはもう１回はっきり見直しをしていただきたい。

　次の回には、今、最後におっしゃった準備性についてどうするか。今一番大変なのは多分、就労移行支援事業も自立支援法や何かでどういうトレーニングをしたら企業でうまくいくのかとか、うちなんかずっとやっているのだけれども、もう古いのではないか、企業の要請に合わないんじゃないかとか、いつもいつも見直しをしていって、企業の意見とか実情をもらいながらやっていかないと企業の戦力にならない。あるいは準備性を高めるための工夫というので、うちもチェックリストをやったりいろいろやっていますし、委員会もつくっていますけれども、しょっちゅう準備性を高めるほうも時代と企業のニーズに合わせていかないといけない。そうしないと本当に中小さんにも入れてもらえないという現実があるので、東京都の就労支援を進めるときは、次回はそういう話も含めてやっていくと、例えば、さっき出ましたけれども、心身障害者職能開発センターでやっているトレーニングがあれでいいのかとか、もっとこうやったほうがいいのかとか、同じことをやってもしようがないから、これは民間におろそうとか、そういう整理ができていくのではないかと思いますので、お願いしたい。

○今野座長　４時までですが、もう10分オーバーしていますので、案の定、混乱のうちに終わったということで、きょうは終わりたいと思います。

　次回は、議論の時間をいっぱい持ったほうがいいと思うので、事務局と相談をして、資料説明はあまりしなくていいですというふうにして、なるべく議論の時間を多くとるようにしたいと思います。きょうはあっちへ行ったりこっちへ行ったりして終わってしまって、まことに申しわけないというふうに思っております。ということで、まとめにならないまとめにしまして、最後、事務局から何か連絡がありましたらお願いをしたいと思うんです。

○高橋副参事　きょうはありがとうございました。

次回、４月に開催を予定しております。また、日程調整等につきましてはご連絡させていただきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。また、本日の議論につきましても、まとめに当たりましては起草委員になられている方々に点検等をご協力いただきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。

○今野座長　それでは、終わりたいと思います。また３カ月後にお会いします。ありがとうございました。

午後４時11分閉会
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